
人員 非常勤職員 0.05人 0.05人 0.05人 0人 0人

事業費＋人件費 4,562 3,983 5,566 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 庁内会議（美しい都市づくり会議
回

会議開催数 1 － －

① 等）の開催数 0 0 －

活動 景観アドバイザー個別相談の開催
回

10 10 10

② 回数 13 4 －

成果 景観庁内調整に係る案件数
件

1 － －

① 2 1 －

成果 景観アドバイザー助言指導件数
件

助言・指導した件数 10 10

② 17 9 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

景観アドバイザーについては、公共施設整備に関する相談が５件、民間開発事業に関する相談が４件で、活動指標、成果指標
状況

とも目標を達成することができなかった。しかしながら、内容的には比較的規模が大きい物件や、色彩等で周辺の景観への影
の分析

響が大きい物件に関して景観アドバイザーから助言指導を受け、景観形成に一定程度反映することができた。庁内会議（美し

い都市づくり会議）については、会議自体は開催せず、景観計画見直しに関して書面による意見照会を実施した。
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事務事業名 21199 景観調整事業

担当組織 都市整備部 都市計画課 担当 都市景観担当

組織コード
R1 20 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 08 04 01 05 02

記入日 令和元年 5月22日
H30 20 01 00 H30 01 08 04 01 05 02

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 05 快適で過ごしやすいまち ● 対象

分野 06 景観形成

○ 対象外
施策 59 公共施設等の景観形成の推進

事業期間 平成１４年度 ～ 令和２年度

戸田市都市景観条例 戸田市景観計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
行政

先導的な景観形成の推進に資する公共施設等の整備を図るため、庁内会議や都市景観条例に規定する景観アドバイザー制度

事業目的 を活用し、景観に関する協議・調整を行う。

戸田市都市景観条例に規定する景観アドバイザー制度や庁内会議を活用し、公共施設等整備に係る協議・調整を実施する。

また、駅周辺の景観づくり推進地区の指定に際し、庁内会議を活用した庁内調整を実施する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

アドバイザー アドバイザー アドバイザー

制度の運用等 制度の運用等 制度の運用等

事　業　費 127 571 1,131 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 127 571 1,131 0 0

人　件　費 4,434.95 3,411.5 4,434.95 0 0

投入 常勤職員 0.65人 0.5人 0.65人 0人 0人



○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

行政が先導的に景観形成を進めていく上で、景観アドバイザー制度を活用し、公共施設等の整備に係る景観協議

事業の方向性 ・調整による景観誘導を推進することは重要である。

今後、戸田市公共施設等総合管理計画及び戸田市公共施設再編プラン、戸田市公共施設中長期保全計画に基づく

公共施設等の整備が予定されており、関係各部署との調整を図りながら景観誘導を推進する必要がある。

なお、戸田市景観計画の見直し（第２次戸田市景観計画：令和２年７月計画施行予定）に伴い、景観届出の事前

協議制度とあわせて景観アドバイザーから助言を受ける仕組の導入、義務化を予定しているため、令和２年度か

ら予算を増加し本事業の内容を継続する必要がある。

市が主体の公共事業については、関係各部署との調整が重要となるため、景観アドバイザー制度を多くの専門分

野で活用し、公共施設をはじめとした大規模建築物等の景観誘導にいかしていく。戸田市公共施設等総合管理計

画等に基づく公共施設等の整備については、庁内の担当課と調整を図りながら景観誘導を推進していく。美しい

今後の取組方針 都市づくり会議については、当該会議設置当時とは状況も変わっていることから、今後は庁内調整に当たっては

、必要に応じて関係各部署への意見照会やヒアリングを行う等別手段をもって引き続き対応していく。

なお、令和３年度から、施策５８のもとに「景観形成推進事業」、「景観調整事業」及び「サイン整備事業」の

３事業を統合し、１つの事業とする予定である。（「7602景観形成推進事業」の事後評価シートを参照）
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

魅力的なまち並みを形成していくために、行政が率先し先導的に景観形成に取り

Ｂ Ｂ Ｂ 組んでいくことが重要である。景観アドバイザー制度を積極的に活用し、庁内の

調整を進めていくことは、施策への貢献度が高い。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

決算ベースの事業費は、平成２９年度が３０７千円、平成３０年度が１２７千円

Ｂ Ｂ Ｂ であった。景観アドバイザーの個別相談は、複数の案件をできる限りまとめて相

談することで経費削減を図っている。平成３０年度は、４回の景観アドバイザー

相談の機会に計９件の相談を実施することにより、経費の削減に努めた。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

良好な景観形成を図るためには、行政自らが率先して景観誘導を推進していく意

Ｂ Ｂ Ｂ 識が重要である。景観アドバイザーに専門的な意見を求め、景観誘導を推進する

ことにより、景観に対する意識向上が図られることとなるため、事業手法は適正

である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

景観形成の推進は、景観担当部署のみで進められるものではなく、公共施設整備

Ｂ Ｂ Ｂ 担当の関係各部署等との調整・連携が必要である。関係各部署等との協議・調整

により景観誘導を進めていくことで、景観施策の推進に係る受益の公平性、負担

の適正化が図れる。

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

同上

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ●令和２年度で終了 ○令和元年度で終了


